
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数

基本情報技術者 ① 6人 1人

人
人
人
％

■卒業者に占める就職者の割合

％

（平成 30

2 名 5.3 ％

■中退防止・中退者支援のための取組
電話・メールでの連絡、個人面談、保護者連携、出席管理、カウンセリング

平成30年4月1日時点において、在学者38名（平成30年4月1日入学者を含む）
平成31年3月31日時点において、在学者36名（平成31年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

経済的理由、健康上の理由

就職等の
状況※２

■就職率　　　　　　　　　： 100

令和元年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
面接練習、個別面談、授業内での指導、学内企業セミナーの
実施

■卒業者数 18
■就職希望者数 16

■主な就職先、業界等（平成３０年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等
サイバーコム株式会社、テクニカルジャパン株式会社 （平成30年度卒業者に関する令和元年5月1日時点の情報）

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③の
いずれかに該当するか記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得する
もの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等
学生ITコンテスト2018　2チーム入賞

： 88.9
■その他
・進学者数：1人
・その他：　 1人

年度卒業者に関する

■就職者数 16

長期休み
■夏　 季：8月1日～8月31日まで
■冬　 季：12月第4週～翌年1月7日まで
■学年末：3月第3週～3月31日まで

卒業・進級
条件

卒業条件
各学年の教育課程の修了は、期末試験等により成績評価を
行い、その評価に基づいて課程修了の認定を行う。生徒が
所定の全教育課程を修了したと認められるときは、卒業証
書を授与する。
進級条件
学科の教育課程に定められた必修科目(選択必修科目を含
む)のうち当該学年までに履修しなければならない科目を合
格(成績評価がC以上)すること。

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 ハッカソン、新入生研修旅行、学園祭、卒業研究発表会、卒

業研修、各種コンテスト電話・メールでの連絡、個人面談、保護者連携、出席管理、カ
ウンセリング

■サークル活動： 有

学期制度
■１学期：4月1日～7月第1週まで
■２学期：7月第2週～11月第4週まで
■３学期：11月第5週～翌年3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
成績評価は、期末試験等の成績、平常の成績及び出席率を
総合評価して決定します。
各教科の評価方法は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階です。
この４段階評価のうち、Ａ、Ｂ、Ｃ、は合格、Ｄは不合格となり
ます。

65人 35人 2人 4人 5人 9人

0時間 0時間
単位時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1890時間 1140時間 750時間 0時間

認定年月日 平成27年2月17日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務 商業実務専門課程 情報処理学科
平成22年文部科学省

告示第153号
-

学科の目的 企業と連携し、資格知識を社会人として活かせる実践的かつ専門的な知識・技術・技能を身につけたエンジニアを育成する。

045-324-0011
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人情報文化学園 昭和58年4月1日 中村　孝雄
〒220-0072
神奈川県横浜市西区浅間町二丁目105-8

（電話）

アーツカレッジヨコハマ 昭和58年4月1日 四方　智治
〒220-0072
神奈川県横浜市西区浅間町二丁目105-8

（電話） 045-324-0011

（別紙様式４）

令和元年7月31日※１
（前回公表年月日：平成30年9月28日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた告示日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意
し、それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留
年」「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有・無
※有の場合、制度内容を記入
特別奨学生入学：筆記試験と面接の結果、合格の場合は、初年度学費より73万円から10万円まで合格区分に応じて免除
高校既卒者応援入学：高校等の既卒者で、将来の自分のために頑張る人を応援する制度

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象・非給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　有・無
※有の場合、例えば以下について任意記載
（評価団体、受審年月、評価結果又は評価結果を掲載したホームページＵＲＬ）

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

URL:http://www.kccollege.ac.jp

中途退学
の現状



種別

①

③

（年間の開催数及び開催時期）

平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

平成31年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

高橋　佑至
一般社団法人神奈川県情報サービス産業協
会

平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

四方　智治

武田　路子

黒田　宗巳

長谷川　愛美

学校法人情報文化学園アーツカレッジヨコハマ
校長

学校法人情報文化学園アーツカレッジヨコハマ
教務部　部長

学校法人情報文化学園アーツカレッジヨコハマ
情報処理学科　主任

学校法人情報文化学園アーツカレッジヨコハマ
情報処理学科　教員

平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針

企業等と組織的な連携体制を確保するため教育課程編成委員会を設置し、教育課程編成委員会であげられた意見をもと
に、別途話し合いの場を設けカリキュラムを編成している。委員は、業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有
する業界団体や、実務に関する知識、技能、能力などについて知見のある企業等の役員又は職員や、専攻分野に関する
学会や学術機関等の有識者から構成し、教育課程編成で必要となる授業科目の開設・改善・工夫等に関する意見を積極
的に提案し、それを教育課程編成に活かすものとする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程編成委員会規定に基づき、委員会で編成された学科の教育課程案は、カリキュラム編成会議で協議する。ま
た、学校運営会議および理事会の承認を得て正式な教育課程となる。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

田中　靖 日本企画株式会社
平成30年4月1日～令和2年3
月31日（2年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（7月、12月）

プログラミング言語について、C言語やPythonなど新たな言語をとりいれるべきかとの意見に対し、開発の現場はJava中
心で進められているため、Javaをしっかり学ぶべきではないかとの意見があった。また言語に偏らず、組み込み系などメカ
ニックに強い人材の育成も必要であるとの意見もあり、開発系の授業時間数を増やした。これにより業界が求める「開発
意欲の高い学生」を育てることが可能となった。

（開催日時（実績））
平成30年度第１回　平成30年9月10日　15:00～17:00
平成30年度第２回　平成31年2月27日　15:00～17:00

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

情報処理技術を利用した便利なシステムの開発を行い、クライアントの要求にこたえられる技術者を育成するために、情
報処理技術者として必要な知識や技術力を養えるようにする。そのため演習中心の授業を行い、学生が制作した課題に
対して、フィードバックをし、評価を行う。



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

システム開発Ⅲ
クライアントの要求を考え、システム開発の要件定義から
開発工程までを学ぶ

日本企画株式会社

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

授業科目の本校担当教員と連携協定を締結した企業の授業担当者が講義・演習に事前の打ち合わせを行い、内容と学
生の学習成果の達成度評価指標等について定める。
期間中の制作進行は担当教員が指導しつつ、企業の授業担当者は専門性の高い技術的な指導と制作物に対するフィー
ドバックを実施する。さらに企業の授業担当者には授業内で制作した成果物を見てもらい、学生の総括と学習成果の評価
をもらう。
（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

研修名「サイト改ざん、その時どうする？」（連携企業等：株式会社ネットフォレスト）
期間：平成30年10月18日（木）　　　　　　対象：情報処理学科　主任　黒田 宗巳
内容：インターネットの様々な事件・事故を見てきた専門家を講師として招き、改ざんの原因や対応方法、近年のインター
ネット上で起きている事象を聞く

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「適性診断プログラムLIFO」（連携企業等：株式会社ビーコンラーニングサービス）
期間：平成31年3月27日（水）　　　　　　対象：全教員
内容：個々の適性の把握と診断ツールの活用について

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

研修名「CETEC2019」（連携企業等：一般社団法人コンピュータソフトウェア協会）
期間：令和元年10月15日(火)～18日(金)　　　対象：情報処理学科　主任　黒田 宗巳　教員　長谷川 愛美
内容：ITソリューションの展望と今後の動向について

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
研修規程第5条に基づき、本校教職員は、担当業務を遂行するために必要な知識・技術・技能の向上を図るとともに、新たな業務上の要請に応え
るための能力開発・向上に努めなければならない。また、情報処理学科の研修計画の立案に対しては、研修規程第6条に基づき、教育課程編成
委員会から提出される、必要となる実務に関する知識、技術、技能修得、及び、授業、学生に対する指導力向上を目的とした企業等と連携した研
修計画案に留意した計画を作成しなければならない。そして、その研修計画作成に際しては、教員の業務経験や能力や役職に応じて作成する。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

②指導力の修得・向上のための研修等

研修名「学生相談の面談スキルの向上」（連携企業等：株式会社ビーコンラーニングサービス）
期間：令和2年3月末　　　 　　     対象：全教員
内容：教員の傾聴スキルをあげ、学生指導に役立てる

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

本校と密接に関係する学校外関係者が、本校の実施した自己評価結果を踏まえた教育活動、学校運営等に係る現状の
課題を共有し、今後の改善方策等について、学校関係者評価委員会を通じて助言等を行い、広く公表するとともに、本校
が実施する自己評価の改善方策の検討においてこの助言を活用し、重点目標の設定や具体的取組の改善を図るものと
する。また、学校関係者評価は「私立専門学校等評価研究機構　専門学校等評価基準」の評価項目を使用し、評価結果
はWebサイトへ掲載する。



種別
業界団体
役職員
企業等委
員
企業等委
員

卒業生

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目
（１）教育理念・目標 基準1　教育理念・目的・育成人材像等
（２）学校運営 基準2　学校運営

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（６）教育環境 基準6　教育環境
（７）学生の受入れ募集 基準7　学生の募集と受け入れ
（８）財務 基準8　財務

（３）教育活動 基準3　教育活動
（４）学修成果 基準4　教育成果
（５）学生支援 基準5　学生支援

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

情報処理学科はIT業界の人材不足も影響し、年々企業の採用活動が早まる傾向にある。学生たちも早めの対策が必用
ではないかとの意見をいただた。そのため、学内での企業説明会を多く開催することで、学生自身が業界への理解や職種
への理解深めることができ、早期内定に対する進路指導の充実を図ることができるようになった。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成31年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 基準9　法令等の遵守
（１０）社会貢献・地域貢献 基準10　社会貢献
（１１）国際交流 実施していない

川原吹　亮 株式会社ホロニックソリューションズ
平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

高橋　佑至 株式会社ネットフォレスト
平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

菊池　匡文 横須賀商工会議所
平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

花井　直人 有限会社熱中日和
平成31年4月1日～令和3年3
月31日（2年）

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
本校生徒及びその保護者、業界関係者、入学希望者及びその保護者に対し、学校全体の状況が把握できるよう、本校の
教育活動並びに学校運営の状況に関する情報を、Webサイトを通じて提供する。そして、本校関係者間の共通理解を深め
ることにより、学校運営に対する支援、企業との連携による教育活動の充実等により、本校教育の質の確保と向上を図る
ものとする。
（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目
（１）学校の概要、目標及び計画  1.学校概要

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
URL:http://www.kccollege.ac.jp
公表時期：平成30年9月28日

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（５）様々な教育活動・教育環境  5.教育活動・教育環境
（６）学生の生活支援  6.学生への生活支援
（７）学生納付金・修学支援  7.学生納付金・就学支援

（２）各学科等の教育  2.各学科の教育内容
（３）教職員  3.学校組織及び教職員
（４）キャリア教育・実践的職業教育  4.キャリア教育・実践的職業教育

（１１）その他 実施していない
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

URL:http://www.kccollege.ac.jp

（８）学校の財務  8.財務状況
（９）学校評価  9.学校評価
（１０）国際連携の状況 10.留学生の受け入れ

（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
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〇
プログラミン

グ基礎Ⅰ
C言語でプログラミングの文法（変数、条件
分岐、繰り返しなど）を学習する。

1
①

60 〇 △ 〇 〇

〇
プログラミン

グ基礎Ⅱ
C言語でプログラミングの文法（配列、引
数、関数の分割など）を学習する。

1
②

60 〇 △ 〇 〇

〇
プログラミン

グ基礎Ⅲ
C言語でアルゴリズムからプログラムを組む
方法を学習する。

1
③

30 〇 △ 〇 〇

〇
システム開発
Ⅰ

業務効率化をはかるためのソフトウェアの
開発

1
③

30 △ 〇 〇 〇

〇
デベロップメ
ント基礎Ⅰ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
1
①

60 〇 〇 〇

〇
デベロップメ
ント基礎Ⅱ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
1
②

60 〇 〇 〇

〇
デベロップメ
ント基礎Ⅲ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
1
③

60 〇 〇 〇

〇
Webプログラ
ミングⅠ

HTMLの構文とタグの意味を学習する。
1
①

60 〇 △ 〇 〇

〇
Webプログラ
ミングⅡ

CSSの構文とタグの意味を学習する。
1
②

60 〇 △ 〇 〇

〇
Webプログラ
ミングⅢ

教員から出題された要件を満たすWebサイト
を制作する。

1
③

60 〇 △ 〇 〇

〇 簿記Ⅰ 簿記の基礎（仕訳など）を学習する。
1
①

30 〇 △ 〇 〇

〇 簿記Ⅱ
簿記能力検定試験３級で出題される問題を
解くために必要な知識と解法を学習する。

1
②

30 〇 △ 〇 〇

授業科目等の概要

（商業実務専門課程情報処理学科）令和元年度
分類

授業科目名 授業科目概要
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次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



〇 簿記Ⅲ
日商簿記検定３級で出題される問題を解く
ために必要な知識と解法を学習する。

1
③

30 〇 △ 〇 〇

〇
就職導入講座
Ⅰ

履歴書の書き方、スーツの着こなし方など
を学習する。

1
①

30 〇 △ 〇 〇

〇
就職導入講座
Ⅱ

就職採用試験で実施される面接試験の受け
答え方法などを、実践練習などを通して学
習する。

1
②

30 〇 △ 〇 〇

〇
就職導入講座
Ⅲ

学生と面談を行い、卒業後の進路（就職ま
たは進学）を決定する。

1
③

30 〇 △ 〇 〇

〇 一般教養Ⅰ
就職採用試験で出題される一般教養の問
題、国語、数学、社会を学習する。

1
①

30 〇 △ 〇 〇

〇 一般教養Ⅱ
就職採用試験で出題される一般教養の問
題、国語、数学、社会を学習する。

1
②

30 〇 △ 〇 〇

〇 一般教養Ⅲ
就職採用試験で出題される一般教養の問
題、国語、数学、社会を学習する。

1
③

30 〇 △ 〇 〇

〇 開発実習Ⅰ コンテストに提出する作品を開発する。
1
①

30 △ 〇 〇 〇

〇 開発実習Ⅱ コンテストに提出する作品を開発する。
1
②

30 △ 〇 〇 〇

〇 開発実習Ⅲ コンテストに提出する作品を開発する。
1
③

30 △ 〇 〇 〇

〇
スキルアップ
講座Ⅰ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
1
②

45 〇 △ 〇 〇

〇
プログラミン
グ応用Ⅰ

Pythonで機械学習について学習する。
2
①

60 〇 △ 〇 〇

〇
プログラミン
グ応用Ⅱ

Pythonでオブジェクト指向を学習する。
2
②

60 〇 △ 〇 〇

〇
プログラミン
グ応用Ⅲ

Pythonがどのようなシステムの開発に向い
ているか実際に開発を行いながら学習す
る。

2
③

60 〇 △ 〇 〇

〇
デベロップメ
ント応用Ⅰ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
2
①

60 〇 〇 〇



〇
デベロップメ
ント応用Ⅱ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
2
②

60 〇 〇 〇

〇
デベロップメ
ント応用Ⅲ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
2
③

60 〇 〇 〇

〇
システム開発
Ⅱ

業務効率化をはかるためのソフトウェアの
開発

2
①

60 △ 〇 〇 〇

〇
システム開発
Ⅲ

業務効率化をはかるためのソフトウェアの
開発

2
②

60 △ 〇 〇 〇 〇

〇 卒業研究Ⅰ
これまで学習したことを活かして、学生が
自ら発案したシステムやアプリケーション
を開発する。

2
③

60 △ 〇 〇 〇

〇
国家試験対策
Ⅰ

基本情報技術者試験の午前試験で出題され
る問題を解くために、必要な知識と解法を
学習する。

2
①

60 〇 △ 〇 〇

〇
国家試験対策
Ⅱ

基本情報技術者試験の午後試験で出題され
る問題を解くために、必要な知識と解法を
学習する。

2
②

60 〇 △ 〇 〇

〇
国家試験対策
Ⅲ

応用情報技術者試験で出題される問題を解
くために、必要な知識と解法を学習する。

2
③

60 〇 △ 〇 〇

〇
就職対策講座
Ⅰ

採用試験を受験する企業の選定方法を学習
して、実際に企業の選定を行う。

2
①

30 〇 △ 〇 〇

〇
就職対策講座
Ⅱ

採用予定の企業から出題された課題に取り
組むほか、社会人として必要な礼儀やマ
ナーなどを学習する。

2
②

30 〇 △ 〇 〇

〇
就職対策講座
Ⅲ

採用予定の企業から出題された課題に取り
組むほか、社会人として必要な礼儀やマ
ナーなどを学習する。

2
③

30 〇 △ 〇 〇

〇 開発実習Ⅳ コンテストに提出する作品を開発する。
2
①

30 △ 〇 〇 〇

〇 開発実習Ⅴ コンテストに提出する作品を開発する。
2
②

30 △ 〇 〇 〇

〇 開発実習Ⅵ コンテストに提出する作品を開発する。
2
③

30 △ 〇 〇 〇

〇
スキルアップ
講座Ⅱ

ハードウェアを利用したIoT製品の開発
2
②

45 〇 △ 〇 〇



42　　科目

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

卒業時：情報処理学科　1890時間　   単位
１学年の学期区分 3期
１学期の授業期間 10週

（留意事項）

合計 1890単位時間(      単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。


